秘密保持契約書
大学共同利用機関法人　情報・システム研究機構　国立遺伝学研究所　〇〇〇〇部門　〇〇〇〇教授（以下、「甲」という。）と〇○○○（以下、「乙」という。）とは、甲及び乙との間で相互に情報交換を行うにあたり、次のとおり合意する。
（秘密情報）

第1条 本契約にいう「秘密情報」とは、以下のものをいう。

（1） 相手方から書面、磁気媒体、電子メール等の電子媒体、その他の媒体に化体された形態で開示、提供された情報であって秘密の表示がなされたもの。
（2） 口頭又は視覚的方法その他媒体に化体されない方法により相手方に開示された情報については、開示者が、開示時点で秘密である旨を示し、開示の日から30日以内にその内容を書面にまとめ、秘密の表示をして受領者に提供したもの。

（3） 相手方から開示、提供されたサンプル、そのサンプルの存在及びサンプルから知得したもの

２．秘密情報は以下の情報を含まない。

（１）開示、提供を受けた際、既に保有していたもので、秘密保持義務のないもの

（２）開示、提供を受けた際、既に公知であったもの
（３）開示、提供を受けた後、自己の責に帰し得ない事由により公知となったもの

（４）第三者から秘密保持義務を負うことなく合法的に入手したもの

（５）開示者が、第三者に対して、秘密保持義務なく開示したもの

（６）秘密情報に触れることなく開発したもの

（秘密保持）

第2条 甲及び乙は、相手方の秘密情報を、自己の秘密と同様に管理し、第３条に定める場合以外は、第三者に開示、漏洩又は公表等をしてはならない。秘密情報の管理については、いかなる場合も善管注意義務を怠ってはならない。

２．甲及び乙は、相手方の秘密情報を、合理的に必要な範囲及び程度を超えて複製してはならない。相手方の秘密情報を複製した場合には、原本と同一の秘密表示をしなければならない。

（開示の範囲）

第3条 甲及び乙は、相手方から開示又は提供された秘密情報を知る必要のある自己の使用予定者にのみ限定して開示するものとし、それ以外の第三者に開示してはならないものとする。但し、被開示者の義務上、秘密保持を知る必要のある非開示者の関係者、弁護士又は弁理士等について秘密情報を開示することができるものとする。甲及び乙は、当該開示を受けた関係者、弁護士、弁理士等が、本契約に基づき自己が負担する義務と同一の義務を負い、これを履行することを相手方に保証する。
２．甲及び乙は、官公庁又は裁判所等の公的機関から、法令等に基づいて、相手方の秘密情報を開示する要求を受けた場合は、係る秘密情報を当該公的機関に開示することができる。この場合、開示する秘密情報についての保護手段を講じられるように、事前に相手方に当該開示につき通知するものとする。

（雑則）

第4条 本契約の有効期間は本契約の締結日から５年間とする。ただし、甲乙協議のうえ、この期間を延長することができる。

２．甲及び乙は、本契約終了後、直ちに相手方から開示又は提供された秘密情報及びその複製を、すべて相手方に返還又は廃棄する。廃棄した場合には、その旨を証明する書面を直ちに相手方に交付する。
３．本契約は、知的財産の譲渡又はこれらの許諾を、明示にも黙示にもなすものではない。

本契約の証として本書2通を作成し、甲乙記名押印の上、各1通を保有する。
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〇〇〇〇部門　　　〇〇〇〇　　　　印　

乙　住所
    名称
　　役職
　　　　印
